
３．介護報酬改定について 

（１）平成 24 年度介護報酬改定の基本的考え方 

 

※ 別添１「平成 24年度介護報酬改定に関する審議報告」（平成 23年 12 

月７日）を参照すること。 

 

（２）平成 24 年度介護報酬改定に関する財務大臣・厚生労働大臣合意内容に 

ついて 

 

※ 別添２「診療報酬・介護報酬改定等について（抜粋）」（平成 23年 12 

月 21日）を参照すること。 

 

（３）今後のスケジュール 

平成 24年介護報酬改定案について、平成 24年１月 25日の社会保障審議

会介護給付費分科会において、厚生労働大臣が諮問予定。 

































４．介護施設等の整備について

（１）平成２４年度以降（第５期介護保険事業計画中）の介護基盤の整備について

介護基盤の緊急整備については、平成２１～２３年度の３年間で合計１６万床を目

標に整備を行っているところであるが、２３年度末時点での整備見込みは約１４万床

であった（平成２３年９月末時点 。）

また、自治体への調査（２３年９月末現在）によると、２３年度末時点での「介護

基盤緊急整備等臨時特例基金 （以下「基盤整備基金」という ）の執行見込みは約８」 。

割となっており、一定の執行残が見込まれている。

このような状況等を踏まえ、第５期介護保険事業計画中の介護基盤の整備のための

支援策として、平成２４年度においては基盤整備基金の実施期間を１年延長し、整備

を支援していくこととした。

各自治体においては、地域のニーズに即した施設整備の着実な実施に取り組んでい

ただきたい。

（２）平成２４年度からの新規事項・改善事項について

ア 定期巡回・随時対応サービス事業所及び複合型サービス事業所の整備について

基盤整備基金の対象事業に、平成２４年度より、介護保険法の改正による新サー

ビスである「定期巡回・随時対応サービス事業所」及び「複合型サービス事業所」

の整備事業について、新たに助成対象としたので、関係市区町村や事業者への積極

的な周知を行い、整備の促進に取り組まれたい。

イ 小規模な養護老人ホーム（定員２９人以下）の整備について

今般の介護保険法改正では、高齢者が地域で自立した生活を営めるよう 「地域、

包括ケア」を推進することとしており、養護老人ホームにおいても、同様に、入所

高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を続けられることが重要であることから、

比較的、設置が容易である小規模な養護老人ホーム（定員29人以下）の整備を図る

こととしている。



このため、平成２４年度予算案において、小規模な養護老人ホーム（定員29人以

下）の整備や開設準備経費については 「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付、

金 以下 ハード交付金 という や 地域介護・福祉空間整備推進交付金 以」（ 「 」 。） 「 」（

下「ソフト交付金」という ）の対象としたので、関係市区町村や事業者への積極。

的な周知を行い、整備の促進に取り組まれたい。

ウ 介護療養型医療施設等転換整備事業に係る交付単価の改善等について

介護療養病床の転換については、転換期限の６年間延長を踏まえ、平成２４年度

予算案において、転換の更なる促進を図るため、

①介護療養型医療施設等転換整備事業の交付単価の改善

②転換に必要な設備整備費用のソフト交付金へのメニュー化

を行ったので、関係市区町村や事業者への積極的な周知を行い、病床転換の促進に

取り組まれたい。

エ ハード交付金の一括交付金化について（政令指定都市分）

ハード交付金のうち、政令指定都市分については、平成２４年度から一括交付金

化され 「地域自主戦略交付金 （内閣府所管）により対応することとされたので、、 」

ご留意願いたい。

（３）東日本大震災を踏まえた対応について

被災県におかれては、東日本大震災を踏まえ、介護施設等の災害復旧事業（第１次

補正予算で５６３億円を計上）等を活用し、着実に被災地の復旧に取り組んでいただ

いているところである。

本格的な復興にあたっては、政府の復興基本方針において「被災地における地域包

括ケアの体制整備」が掲げられており、上記の災害復旧事業の活用とともに、都道府

県補助事業、基盤整備基金を活用した新たな施設整備や介護基盤復興まちづくり整備

事業（第３次補正予算で２８．５億円を計上）を活用した在宅サービス等を行う拠点

の整備等を行うこと等により、被災地の復興に取り組んでいただきたい。
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